
【 重 要 事 項 説 明 書 】 
 

１．事業所の概要 

事業所名及び所在地 zen place 訪問看護ステーション戸越 

〒142-0051 

東京都品川区平塚 3-11-5 サンライズビル 2F 

電話番号：03-6421-6531 FAX 番号：03-6421-6541 

提供可能サービス及び事

業者指定番号 

訪問看護・介護予防訪問看護 東京都 1361090317 号 

東京都 7392103 号 

通常業務を実施する地域 品川区・太田区・目黒区 その他別途相談  

 

２．事業の目的及び運営方針 

事業の目的 指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護の事業の適正な運営及び利用者

に対する適切な指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護の提供を確保す

ることを目的とする。 

運営方針 ① 指定訪問看護の実施にあたっては、かかりつけの医師の指示のもと、

対象者の心身の特性を踏まえ、生活の質の確保を重視し、健康管

理、全体的な日常動作の維持・回復を図るとともに、在宅医療を推

進し、快適な在宅療養生活が継続できるよう支援するものとする。 

② 指定訪問看護を行う事業所は、開設事業者とは独立して位置づけるも

のとし、人事・財務・物品管理等に関しては管理者の責任において実

施する。 

③ 訪問看護の実施にあたっては、関係市町村、地区の医療、保健、福祉

サービス機関との密接な連携に努め、協力と理解のもとに適切な運

営を図るものとする。 

 

３．事業所の職員体制 

事業所の管理者 菊地 亮宏 

管理者 名 理学療法士 名 

看護師 名 作業療法士 名 

准看護師 名 言語聴覚士 名 

 

４．営業日及び営業時間 

営業日 日曜日から土曜日 

営業時間 午前 9 時から午後 6 時 



※利用者の状況に応じて、必要な場合には営業時間外の緊急時の連絡対応を行うととも

に、訪問看護サービスを提供します。 

 

５．サービス内容 

サービスの種類 サービスの内容 

健康相談 ・健康のチェックと助言（血圧、体温、呼吸、脈拍など） ・

特別な病状の観察と助言 ・心の健康チェックと助言（趣味、

生きがい、隣人とのつながりなど） 

日常生活の看護 ・清潔のケア ・食生活の援助 ・排泄のケア ・療養環境の

整備 ・寝たきり、床ずれ予防のためのケア ・機能訓練に該

当する屋外歩行など ・終末期の看護 ・コミュニケーション

の援助 

在宅リハビリテーシ

ョン看護 

・体位交換、関節などの運動 ・日常生活動作の訓練（食事、

排泄、移動、入浴、歩行など） ・日常生活用具（ベッド、ポ

ータブルトイレ、補聴器、車椅子、食器など）の利用相談 ・

発声、発語、嚥下訓練など 

精神・心理的な看護 ・不安な精神、心理状態のケア ・生活リズムの取り方 ・日

常生活自立の支援、悪化防止のケア ・事故防止のケア 

認知症の看護 ・認知症のケアと相談 ・生活リズムの取り方 ・日常生活自

立の支援、悪化予防のケア ・事故防止のケア 

介護者の相談 ・あらゆる症状、介護、日常生活に関する相談 ・精神的支援 

検査・治療促進のた

めの看護 

・慢性疾患（糖尿病、高血圧、肝臓病など）の看護と療養生活

の相談 ・床ずれ、その他創部の処置 ・留置カテーテルなど

の管理 ・服薬指導、管理 ・その他かかりつけの医師の指示

により処置、検査 

 

６．サービス利用料及び利用者負担金 

（１） 介護保険適用の場合 

介護保険による訪問看護サービスを提供した場合、利用者は介護保険負担割合証に記載さ

れた割合に応じた額を負担するものとします。 

なお、区分支給限度基準額を超えてサービスを利用した場合は、超過したサービス費用に

ついて利用者の全額負担となります。この場合、事前に居宅介護支援事業者（介護支援専

門員）等からサービス内容及び費用について説明を受け、利用者の同意を得るものとしま

す。 

 

 



（２） 医療保険適用の場合 

医療保険による訪問看護サービスを提供した場合、利用者は健康保険法その他関係法令に

基づき算定された費用のうち、各種医療保険証及び受給者証等により定められた自己負担

割合（1 割～3 割）に応じた額を負担するものとします。 

ただし、公費負担医療制度の対象者、生活保護受給者その他法令等により自己負担額の軽

減又は免除が適用される場合は、その定めによるものとします。 

 

利用者負担割合及び適用区分については、利用者から提示された保険証、負担割合証、各

種受給者証等により確認します。 

 

利用料・その他の

費用の請求 

利用料、その他の費用はサービス提供ごとに計算し、利用月ごと

の合計金額により請求いたします。 

請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月中旬までに、利用者宛て

にお届けします。 

利用料・その他の

費用の支払い 

請求月の末日までに下記の方法によりお支払いください。 

利用者指定口座からの自動振替（毎月 27 日） 

お支払いを確認しましたら、領収書をお渡ししますので、必ず保

管をお願いします。 

 

７．秘密保持 

事業所及び訪問看護師は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。ただ

し、居宅サービス計画を作成するにあたり、サービス事業者に開示しなければならない情

報については、事前に利用者又はその家族から同意を得るものとします。 

 

８．サービス提供の記録等 

（１） 事業所は、サービスを提供した際には、電子カルテシステムを用いて「訪問看護

記録」その他必要な記録を作成します。 

（２） 事業所は、一定期間ごとに、契約内容に沿ってサービスの提供状況、目標達成状

況その他必要事項を記録します。 

（３） 事業所は、前各項の記録を作成した日から５年間適切に保管します。 

（４） 利用者またはその代理人から求めがあった場合には、当該記録を閲覧に供し、又

は実費負担によりその写しを交付します。 

 

９．サービス提供責任者 

サービス提供に関わる統括責任者は次の通りです。サービスについてご相談やご不満があ

る場合には、どんなことでもお寄せください。 



責任者名 菊地 亮宏 

連絡先 電話番号：03-6421-6531 FAX 番号：03-6421-6541 

 

１０．緊急時の対応 

利用者の病状の急変その他緊急の事態が発生した場合には、状況に応じて速やかに訪問

し、主治医への連絡及び指示の受領その他必要な対応を行うとともに、利用者の安全確保

のため、あらかじめ指定された緊急連絡先へ連絡します。 

主治医 

医療機関名 

 

 

 

主治医氏名 

 

 

 

連絡先 

 

 

 

緊急連絡先 

氏名（続柄） 

 

 

 

連絡先 

 

 

 

 

１１．事故発生時等の対応 

サービス提供中に事故が発生した場合は、利用者の安全確保を最優先とし、必要に応じて

主治医、利用者の家族、介護支援専門員その他関係機関へ速やかに連絡及び報告を行いま

す。 

また、事故の状況及び対応内容について所定の様式により記録するとともに、事故原因の

分析及び再発防止策の検討を行い、再発防止に努めます。 

サービス提供にあたり、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命、身体又は財産

に損害を与えた場合は、加入する損害賠償責任保険（訪問看護対応型）の補償内容に基づ

き、その損害を賠償します。ただし、事業者に故意又は過失が認められない場合は、この

限りではありません。 

事故対応に関するお問い合わせは、「９．サービス提供責任者等」に記載の統括責任者ま

でご連絡ください。 

 



１２．相談、苦情等への対応 

当事業所のサービスに関する相談又は苦情については、管理者が対応します。 

責任者名 菊地 亮宏 

連絡先 電話番号：03-6421-6531 FAX 番号：03-6421-6541 

なお、当事業所への相談・苦情のほか、お住まいの市区町村の担当窓口及び東京都国民健

康保険団体連合会等の公的機関に対しても、相談又は苦情の申し立てを行うことができま

す。 

 

１３．個人情報取り扱いについて 

（１） 事業所は、利用者及びその家族の個人情報について、関係法令及び個人情報保護

方針に基づき適切に管理します。 

（２） 事業所は、次の目的のために個人情報を利用します。 

① 訪問看護サービスの提供（計画・報告・連絡・相談等） 

② 主治医、医療機関、居宅介護支援事業所、サービス事業所等との連携及び情報共有 

③ 医療保険・介護保険請求その他の事務手続き 

④ サービスの質の向上を目的とした会議、研修等 

⑤ 事故等発生時の報告及び対応 

⑥ その他、サービス提供及び事業所運営に必要な業務 

（３） 事業所は、オンライン資格確認等システムを利用し、必要に応じて資格情報、薬

剤情報、特定健診情報等を取得し、サービス提供に活用する場合があります。 

（４） 利用者又はその代理人は、事業所が保有する個人情報について、開示、訂正又は

利用停止を求めることができます。 

（５） 個人情報の取扱いに関する相談は、管理者までお問い合わせください。 

 

１４．サービス提供のキャンセル 

サービスの利用をキャンセルされる場合は、できる限り前日までにご連絡ください。 

利用者又はその家族の都合によりサービスを中止される場合で、訪問予定日の当日午前 8

時 30 分までにご連絡がないときは、下記のとおりキャンセル料を申し受けます。 

時間 キャンセル料 

訪問予定日の前日まで 無料 

訪問予定日の当日（午前 8 時 30 分以降） 2,000 円 

※ただし、利用者の病状の急変、入院その他やむを得ない事情がある場合には、この限り

ではありません。 

 

１５．衛生管理等 

（１） 訪問看護職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 



（２） 事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努めます。 

（３） 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講

じます。 

（４） 事業所における感染症等の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を

おおむね 6 月に 1 回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底し

ています。事業所における感染症等の予防及びまん延防止のための指針を整備してい

ます。 

（５） 従業者に対し、感染症等の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に

実施します。 

 

１６．業務継続計画の策定等について 

（１） 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看護の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継

続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２） 従業者に対し、易業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練

を定期的に実施します。 

（３） 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行い

ます。 

 

１７．虐待・身体拘束の防止について 

（１） 事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待及び身体拘束等の発生又はその防止をす

るために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（２） 虐待防止・身体拘束等の適正化に関する担当者を選定しています。 

（３） 虐待防止・身体拘束等の適正化/虐待防止責任者（管理者：和島由佳） 

（４） 虐待防止・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催

し、その結果について従業員に周知徹底を図っています。 

（５） 虐待防止・身体拘束等の適正化のための指針を整備しています。 

（６） 従業者に対して、虐待防止・身体拘束等の適正化のための定期的な研修を実施す

る等の必要な措置を講じます。 

（７） 事業者は利用者が成年後見制度を利用できるよう支援を行います。 

（８） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親

族・同居人等）による虐待等を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに

これを市町村に通報します。 

（９） 事業者は、利用者又は他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体拘束等を行いません。 

やむを得ず身体拘束等を行う場合には、事前に十分な説明のうえ利用者又は家族等に同意



を得るとともにその態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由を記録いたします。 

 

１８．ハラスメント対策について 

（１） 事業所は、看護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が

築けるようハラスメントの防止に向け取り組みます。 

（２） 事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相

当な範囲を超える下記の行為は組織として許容いたしません。 

① 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

② 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

③ 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

※上記は、当該法人職員、取引先事業者の方、利用者及びその家族等が対象となります。 

（３） ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防

止会議等により、同時案件が発生しないための再発防止策を検討します。 

（４） 職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施しま

す。また、定期的に話し合いの場を設け、看護現場におけるハラスメント発生状況の

把握に努めます。 

（５） ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環

境改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

１９．その他運営に関する重要事項 

サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため、次の事項にご留意ください。看護職員

等はサービスの提供にあたって、次の行為は禁止しています。 

（１） 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり。 

（２） 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受。 

（３） 利用者の同居家族に対するサービス提供。 

（４） 利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食。 

（５） 身体拘束その他利用者の行為を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除く）。 

（６） その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他の

迷惑行為。 

看護職員等は、介護保険制度上、利用者の心身の機能の維持回復のために療養上の世話や

診療の補助を行うこととされていますので、ご了承ください。 


